
令和６年度
福祉医療機構
民間社会福祉施設等職員退職手当共済事業

合同実務研修会
福祉医療機構新退職手当共済システム稼働に伴う、変更点や留意点について



本日の予定

１ 開会

２ 福祉医療機構から （約１時間３０分）

・内容説明

・よくある質問

（休憩 １０分）

３ 県単共済から （約２０分）

・内容説明

・質疑応答



2.福祉医療機構 （約１時間３０分）

⚫事前にダウンロード頂いた資料をお手元にご用意ください。



3.県単共済から （約２０分）

（１）県単共済と福祉医療機構について
・概要
・県単共済は差額支給で先払い

（２）令和７年１月６日からの変更点と注意点
・福祉医療機構事務問い合わせ対応の終了
・福祉医療機構郵送取り扱いの終了
・退職手当金差額支給０円時の注意

（３）掛金納付対象職員届データの提供の同意について
（４）犯罪等による退職の退職金の支給・不支給について
（５）質疑応答



（１）県単共済と福祉医療機構について
• 概要

国の退職金の給付額が、公務員に比
べかなり下回っている状況から、昭
和47年4月に群馬県独自の施策とし
て「群馬県民間社会福祉施設等退職
手当共済事業」が発足しました。な
お、平成10年度からは群馬県社会福
祉事業団から県社協に事務が移管さ
れています。

昭和29年に設立した社会福祉事業振興会
と昭和35年に設立した医療金融公庫が昭
和60年に社会福祉・医療事業団として統
合され、平成15年に独立行政法人福祉医
療機構としてスタート



・県単共済は差額支給で先払い
【県単共済と国の退職金との計算基礎額の関係】 ＜退職手当金手続きの流れ＞

• 共済契約者から県単共済へ退職手当金の電子申請

• 共済契約者が、退職者から「退職所得申告書」を受
取・保管

• 県単共済事務局が受付処理後退職手当金給付

• 給付日にスムースファイルにて送付される「退職手
当支払資金決定通知書」を基に共済契約者が「退職
所得の源泉徴収票」を作成及び新システムへ登録
（法人独自の退職金制度がある場合その金額に係る
「退職所得の源泉徴収票」を添付）

• 福祉医療機構へ退職手当金申請を行う

太線：
総額の
計算基礎額

網掛け：
県単共済の
計算基礎額

二重線：
国の退職金の
計算基礎額



（２）令和７年１月６日からの変更点と注意点

• 福祉医療機構事務問い合わせ対応の終了

（福祉医療機構事務についてのお問い合わせ）



福祉医療機構郵送取り扱いの終了

県社協へ退職届・退職手当金請求書を郵送 新システムへ登録



退職手当金差額支給０円時の注意

県単共済からの退職手当金差額支給が０円の時 都道府県の退職金制度からの支給の有無を
「無」に



（３）掛金納付対象職員届データの提供の同意について

掛金納付対象職員届データの提供とは

• 福祉医療機構が新システム導入にあ
たり、従前、県単共済事務局が確認
することができた共済期間を共済契
約者の同意がない限り確認すること
ができなくなります。

• 県単共済へのデータ提供には事前に
被共済職員の同意を取得頂くことが
必要です。

データの提供がないと

• 県単共済側で被共済員様の共済期間の
突合ができなくなるため、共済契約者
様ご自身で福祉医療機構の共済データ
を都度確認いただく必要が発生します。
（事務が煩雑となります）



（４）犯罪等による退職の退職金の支給・不支給について

県単共済は福祉医療機構の審査結果を準用
しています

• もし、犯罪等による退職が発生した場合は
県単共済へ一報ご連絡をいただき、退職手
当金申請をしてください

• 右図のように結果がわかり次第、県単共済
へ再度ご連絡ください。その結果に基づき
支給・不支給の決定を行います。



（５）質疑応答
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